
損益計算書の注記（令和8年3月期）科　目 令和7年３月期 令和8年３月期
経 常 収 益
資金運用収益
貸出金利息
預け金利息
有価証券利息配当金
その他の受入利息

役務取引等収益
受入為替手数料
その他の役務収益

その他業務収益
国債等債券売却益
国債等債券償還益
その他の業務収益

その他経常収益
貸倒引当金戻入益
償却債権取立益
株式等売却益
その他の経常収益

経 常 費 用
資金調達費用
預金利息
給付補塡備金繰入額
その他の支払利息

役務取引等費用
支払為替手数料
その他の役務費用

その他業務費用
国債等債券売却損
国債等債券償還損

経費
人件費
物件費
税金

その他経常費用
貸倒引当金繰入額
貸出金償却
株式等売却損
その他の経常費用

経 常 利 益
特 別 損 失
固定資産処分損
税 引 前 当 期 純 利 益  
法人税、住民税及び事業税
法 人 税 等 調 整 額
法 人 税 等 合 計
当 期 純 利 益 
繰 越 金（ 当 期 首 残 高 ）
当 期 未 処 分 剰 余 金

41,572
32,347
25,431
3,800
3,031
83

1,215
159
1,055
71
69
0
1

7,938
 - 

317
3,575
4,045
20,122
7,751
7,748

2
1
47
35
12
111
 - 

111
9,530
5,304
3,591
635
2,680
782
1,647

 - 
250

21,449
0
0

21,448
6,519
△ 675
5,844
15,604
75,642
91,246

（単位：百万円）
令和4年3月期 令和5年3月期 令和6年3月期 令和7年3月期 令和8年3月期

経 常 収 益
経 常 利 益
当 期 純 利 益
出 資 総 額
出 資 総 口 数 　 　
純 資 産 額
総 資 産 額
預 金 積 金 残 高
貸 出 金 残 高
有 価 証 券 残 高
自 己 資 本 比 率 　 　
出 資 に 対 す る 配 当 金
役 員 数 　
うち 常 勤 役 員 数 　 　
職 員 数 　
会 員 数 　

41,572
21,449
15,604
3,913
78,266
156,645
1,680,373
1,505,255
681,946
280,147
18.16
152
14
12
638
9,092

（単位：百万円）

1．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
2．出資1口当たりの当期純利益金額 204円57銭
3．当事業年度における顧客との契約から生じる収益は1,215,012千円
であります。
4．収益を理解するための基礎となる情報は、貸借対照表の注記におい
て、重要な会計方針とあわせて注記しております。

（千口）

令和7年3月期 令和8年3月期
資 金 運 用 収 支
資 金 運 用 収 益
資 金 調 達 費 用
役 務 取 引 等 収 支
役 務 取 引 等 収 益
役 務 取 引 等 費 用
そ の 他 の 業 務 収 支
そ の 他 業 務 収 益
そ の 他 業 務 費 用
業 務 粗 利 益
業 務 粗 利 益 率

24,595
32,347
7,751
1,167
1,215
47

△ 39
71
111

25,722
1.54%

（単位：百万円）

（人）
（人）
（人）
（人）

（%）

34,868
14,134
10,197
3,962
79,257
98,731

1,692,541
1,582,185
704,989
441,230
11.19
235
15
12
578
9,859

33,823
10,657
7,888
3,986
79,726
104,004
1,764,955
1,650,480
707,033
299,213
12.19
158
15
12
584
9,634

35,310
16,043
11,874
3,973
79,474
123,897
1,811,823
1,673,720
686,803
268,049
14.08
158
14
10
607
9,401

36,529
17,122
12,462
3,935
78,709
133,722
1,729,992
1,582,485
703,985
243,604
17.11
154
16
12
639
9,228

主要な経営指標の推移

業務粗利益

36,529
29,103
23,916
1,897
3,237
52

1,662
163
1,499
90
88
0
1

5,672
1,278
1,192
2,441
758

19,406
5,773
5,770

1
1
55
35
20

3,881
 3,881 

0
8,842
5,090
3,235
516
853
 - 

268
30
554

17,122
2
2

17,120
4,047
610
4,657
12,462
68,296
80,758

23,330
29,103
5,773
1,606
1,662
55

△ 3,791
90

3,881
21,145
1.22%

（注）業務粗利益率（%）＝ 業務粗利益
資金運用勘定平均残高

×100

（注）１．業務純益＝業務収益－業務費用
業務費用には、例えば人件費のうちの役員賞与等のような臨時的な経費等を含まないこととしています。
また、貸倒引当金繰入額が全体として繰入超過の場合、一般貸倒引当金繰入額（または取崩額）を含みます。

２．実質業務純益＝業務純益＋一般貸倒引当金繰入額
実質業務純益は、業務純益から、一般貸倒引当金繰入額の影響を除いたものです。

３．コア業務純益＝実質業務純益－国債等債券損益
国債等債券損益は、国債等債券売却益、国債等債券償還益、国債等債券売却損、国債等債券償還損、国債等債券償却を通算した損益です。

令和7年3月期 令和8年3月期
業 務 純 益
実 質 業 務 純 益
コ ア 業 務 純 益
コ ア 業 務 純 益
（投資信託解約損益を除く。）

15,555
16,304
16,346

16,346

（単位：百万円）
業務純益

12,398
12,398
16,191

15,983

損益計算書資料編資料編

会計監査

財務諸表の適正性等の確認

　令和7年度の計算書類については、信用金庫法第38条の２第3項の
規定に基づき、有限責任監査法人トーマツの監査を受けております。

令和8年6月16日

大阪厚生信用金庫

理事長　

　令和8年3月期における貸借対照表、損益計算書及び剰余金処分
計算書（以下「財務諸表」という。）の適正性、及び財務諸表作成に係る
内部監査の有効性を確認しております。

剰余金処分計算書

(注)記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

科　目 令和7年３月期 令和8年３月期
当 期 未 処 分 剰 余 金
積 立 金 取 崩 額

利益準備金限度超過取崩額
剰 余 金 処 分 額

普通出資に対する配当金

特別積立金
繰 越 金（ 当 期 末 残 高 ）

91,246
22
22

5,152
152

（年4.0%）
5,000
86,116

（単位：百万円）

80,758
38
38

5,154
154

（年4.0%）
5,000
75,642

大出 重光
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令和7年3月期 令和8年3月期
平均残高 構成比 平均残高

51
44,389
653,372
2,968

700,782

構成比
0.0
6.3
93.2
0.4

100.0

（単位：百万円、％）

割 引 手 形
手 形 貸 付
証 書 貸 付
当 座 貸 越

合　　　計

貸出金平均残高

53
52,669
632,515
2,732

687,969

0.0
7.7
91.9
0.4

100.0

貸出金残高
令和7年3月期 令和8年3月期

貸 出 金
固 定 金 利
変 動 金 利

681,946
51,536
630,410

（単位：百万円）

703,985
69,138
634,847

令和7年3月期 令和8年3月期
貸出金の担保別内訳

残　高 構成比 残　高
22,340

4
440,130
4,723

467,198
3,893

208,064
2,788

681,946

構成比
3.3
0.0
64.5
0.7
68.5
0.6
30.5
0.4

100.0

（単位：百万円、％）

当 金 庫 預 金 積 金
有 価 証 券
不 動 産
そ の 他

小　　　計
信用保証協会・信用保険
保 証
信 用

合　　　計

26,536
2,812

440,545
4,552

474,448
4,073

223,024
2,439

703,985

3.8
0.4
62.6
0.6
67.4
0.6
31.7
0.3

100.0

令和7年3月期 令和8年3月期
債務保証見返の担保別内訳

残　高 構成比 残　高
- 

133
133
- 

133

構成比
-  

100.0
100.0

- 
100.0

（単位：百万円、％）

当 金 庫 預 金 積 金
不 動 産

小　　　計
信用保証協会・信用保険

合　　　計

- 
142
142
-

142

- 
100.0
100.0

- 
100.0

令和7年3月期 令和8年3月期
貸出金使途別残高

残　高 構成比 残　高
518,268
163,677
681,946

構成比
76.0
24.0
100.0

（単位：百万円、％）

設 備 資 金
運 転 資 金

合　　　計

527,114
176,871
703,985

74.9
25.1
100.0

（注） 資金運用勘定は無利息預け金の平均残高（令和7年3月期 3,336百万円、令和8年3月期 2,557百万円）をそれぞれ控除して表示しております。

平均残高
令和7年3月期 令和8年3月期

資 金 運 用 勘 定
う ち 貸 出 金
う ち 預 け 金
う ち 有 価 証 券
う ち 買 入 金 銭 債 権
資 金 調 達 勘 定
う ち 預 金 積 金

1,667,100
700,782
712,130
249,603

79
1,545,904
1,545,667

利　息
令和7年3月期 令和8年3月期

32,347
25,431
3,800
3,031

0
7,751
7,750

利回り
令和7年3月期 令和8年3月期

1.94
3.62
0.53
1.21
0.32
0.50
0.50

（単位：百万円、％）資金運用収支の内訳

1,739,658
687,969
786,591
259,590
1,002

1,634,917
1,634,626

29,103
23,916
1,897
3,237

3
5,773
5,772

1.67
3.47
0.24
1.24
0.30
0.35
0.35

令和7年3月期 令和8年3月期
定 期 預 金
固 定 金 利
変 動 金 利

1,361,225
1,361,225

 - 

（単位：百万円）定期預金残高

1,434,967
1,434,967

 - 

（注） 総資産経常（当期純）利益率＝ ×100
経常（当期純）利益

 総資産（債務保証見返除く）平均残高

令和7年3月期 令和8年3月期
総 資 産 経 常 利 益 率
総 資 産 当 期 純 利 益 率

1.26
0.91

（単位：％）利益率

0.96
0.70

令和7年3月期 令和8年3月期

（注） 残高及び利率の増減要因が重なる部分については、残高による増減要因に含める方法により表示しております。

受取・支払利息の増減

残高による増減 利率による増減
受 取 利 息 合 計
う ち 貸 出 金
う ち 預 け 金
う ち 有 価 証 券
う ち 買 入 金 銭 債 権

支 払 利 息 合 計
う ち 預 金 積 金

純増減 残高による増減
△ 1,407

464
△ 397
△ 121
△ 2

△ 446
△ 446

利率による増減 純増減
4,651
1,050
2,300
△ 84
0

2,423
2,424

3,243
1,515
1,902
△ 206
△ 2
1,977
1,978

（単位：百万円）

△ 317
△ 488
39

△ 291
0

△ 113
△ 113

1,103
△ 1,163
1,456
1,232

0
613
613

785
△ 1,651
1,495
941
0

500
500

令和7年3月期 令和8年3月期
資 金 運 用 利 回 り
資 金 調 達 原 価 率
総 資 金 利 鞘

1.94
1.11
0.83

（単位：％）利鞘

1.67
0.88
0.79

令和7年3月期 令和8年3月期
預金積金平均残高

平均残高 構成比 平均残高
140,692
1,404,974
1,545,667

構成比
9.1
90.9
100.0

（単位：百万円、％）

流 動 性 預 金
定 期 性 預 金
預 金 合 計

143,425
1,491,200
1,634,626

8.8
91.2
100.0

（注）１．流動性預金＝当座預金＋普通預金＋貯蓄預金＋通知預金＋別段預金＋納税準備預金
2．定期性預金＝定期預金＋定期積金
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令和7年3月期 令和8年3月期
平均残高 構成比 平均残高

51
44,389
653,372
2,968

700,782

構成比
0.0
6.3
93.2
0.4

100.0

（単位：百万円、％）

割 引 手 形
手 形 貸 付
証 書 貸 付
当 座 貸 越

合　　　計

貸出金平均残高

53
52,669
632,515
2,732

687,969

0.0
7.7
91.9
0.4

100.0

貸出金残高
令和7年3月期 令和8年3月期

貸 出 金
固 定 金 利
変 動 金 利

681,946
51,536
630,410

（単位：百万円）

703,985
69,138
634,847

令和7年3月期 令和8年3月期
貸出金の担保別内訳

残　高 構成比 残　高
22,340

4
440,130
4,723

467,198
3,893

208,064
2,788

681,946

構成比
3.3
0.0
64.5
0.7
68.5
0.6
30.5
0.4

100.0

（単位：百万円、％）

当 金 庫 預 金 積 金
有 価 証 券
不 動 産
そ の 他

小　　　計
信用保証協会・信用保険
保 証
信 用

合　　　計

26,536
2,812

440,545
4,552

474,448
4,073

223,024
2,439

703,985

3.8
0.4
62.6
0.6
67.4
0.6
31.7
0.3

100.0

令和7年3月期 令和8年3月期
債務保証見返の担保別内訳

残　高 構成比 残　高
- 

133
133
- 

133

構成比
-  

100.0
100.0

- 
100.0

（単位：百万円、％）

当 金 庫 預 金 積 金
不 動 産

小　　　計
信用保証協会・信用保険

合　　　計

- 
142
142
-

142

- 
100.0
100.0

- 
100.0

令和7年3月期 令和8年3月期
貸出金使途別残高

残　高 構成比 残　高
518,268
163,677
681,946

構成比
76.0
24.0
100.0

（単位：百万円、％）

設 備 資 金
運 転 資 金

合　　　計

527,114
176,871
703,985

74.9
25.1
100.0

（注） 資金運用勘定は無利息預け金の平均残高（令和7年3月期 3,336百万円、令和8年3月期 2,557百万円）をそれぞれ控除して表示しております。

平均残高
令和7年3月期 令和8年3月期

資 金 運 用 勘 定
う ち 貸 出 金
う ち 預 け 金
う ち 有 価 証 券
う ち 買 入 金 銭 債 権
資 金 調 達 勘 定
う ち 預 金 積 金

1,667,100
700,782
712,130
249,603

79
1,545,904
1,545,667

利　息
令和7年3月期 令和8年3月期

32,347
25,431
3,800
3,031

0
7,751
7,750

利回り
令和7年3月期 令和8年3月期

1.94
3.62
0.53
1.21
0.32
0.50
0.50

（単位：百万円、％）資金運用収支の内訳

1,739,658
687,969
786,591
259,590
1,002

1,634,917
1,634,626

29,103
23,916
1,897
3,237

3
5,773
5,772

1.67
3.47
0.24
1.24
0.30
0.35
0.35

令和7年3月期 令和8年3月期
定 期 預 金
固 定 金 利
変 動 金 利

1,361,225
1,361,225

 - 

（単位：百万円）定期預金残高

1,434,967
1,434,967

 - 

（注） 総資産経常（当期純）利益率＝ ×100
経常（当期純）利益

 総資産（債務保証見返除く）平均残高

令和7年3月期 令和8年3月期
総 資 産 経 常 利 益 率
総 資 産 当 期 純 利 益 率

1.26
0.91

（単位：％）利益率

0.96
0.70

令和7年3月期 令和8年3月期

（注） 残高及び利率の増減要因が重なる部分については、残高による増減要因に含める方法により表示しております。

受取・支払利息の増減

残高による増減 利率による増減
受 取 利 息 合 計
う ち 貸 出 金
う ち 預 け 金
う ち 有 価 証 券
う ち 買 入 金 銭 債 権

支 払 利 息 合 計
う ち 預 金 積 金

純増減 残高による増減
△ 1,407

464
△ 397
△ 121
△ 2

△ 446
△ 446

利率による増減 純増減
4,651
1,050
2,300
△ 84
0

2,423
2,424

3,243
1,515
1,902
△ 206
△ 2
1,977
1,978

（単位：百万円）

△ 317
△ 488
39

△ 291
0

△ 113
△ 113

1,103
△ 1,163
1,456
1,232

0
613
613

785
△ 1,651
1,495
941
0

500
500

令和7年3月期 令和8年3月期
資 金 運 用 利 回 り
資 金 調 達 原 価 率
総 資 金 利 鞘

1.94
1.11
0.83

（単位：％）利鞘

1.67
0.88
0.79

令和7年3月期 令和8年3月期
預金積金平均残高

平均残高 構成比 平均残高
140,692
1,404,974
1,545,667

構成比
9.1
90.9
100.0

（単位：百万円、％）

流 動 性 預 金
定 期 性 預 金
預 金 合 計

143,425
1,491,200
1,634,626

8.8
91.2
100.0

（注）１．流動性預金＝当座預金＋普通預金＋貯蓄預金＋通知預金＋別段預金＋納税準備預金
2．定期性預金＝定期預金＋定期積金
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有価証券の残存期間別残高
1年以内

国 債
地 方 債
社 債
株 式
そ の 他 の 証 券

合　　　計

 1,999 
 3,491 
 16,547 

- 
 15,255 
 37,293 

10年超

- 
- 
- 
-

 2,000 
 2,000 

合計

 1,999 
 25,977 
 45,045 
 15,405 
 155,176 
 243,604 

1年超
３年以内

-
 12,302 
 20,858 

-
 49,995 
 83,156 

３年超
5年以内

- 
 10,184 
 5,865 

- 
 26,273 
 42,322 

5年超
7年以内

- 
- 

 1,306 
- 

 2,877 
 4,184 

7年超
10年以内

-
- 

 467 
- 
- 

 467 

期限の定め
のないもの

- 
- 
- 

 15,405 
 58,774 
 74,180 

（単位：百万円）

令和7年3月期

1年以内

国 債
地 方 債
社 債
株 式
そ の 他 の 証 券

合　　　計

- 
 5,969 
 19,014 

- 
 41,105 
 66,089 

10年超

- 
- 
- 
- 

 2,000 
 2,000 

合計

- 
 22,506 
 41,379 
 19,722 
 196,539 
 280,147 

1年超
３年以内

- 
 16,536 
 15,879 

- 
 53,013 
 85,429 

３年超
5年以内

- 
- 

 5,225 
-

 24,247 
 29,472 

5年超
7年以内

- 
- 

 1,259 
- 

 1,663 
 2,923 

7年超
10年以内

- 
- 
- 
- 
- 
- 

期限の定め
のないもの

- 
- 
- 

 19,722 
 74,510 
 94,232 

（注） 預証率＝ ×100
有価証券
預金積金

預証率
令和7年3月期 令和8年3月期

期 末 預 証 率
期 中 平 均 預 証 率

18.61
16.14

（単位：％）

15.39
15.88

令和8年3月期

（注）　預貸率＝ ×100
貸出金
預金積金

預貸率
令和7年3月期 令和8年3月期

期 末 預 貸 率
期 中 平 均 預 貸 率

45.30
45.33

（単位：％）

令和7年3月期 令和8年3月期
有価証券平均残高

平均残高 構成比 平均残高
695

25,564
43,120
11,842
168,380
249,603

構成比
0.3
10.2
17.3
4.7
67.5
100.0

（単位：百万円、％）

国 債
地 方 債
社 債
株 式
そ の 他 の 証 券

合　　　計

44.48
42.08

4,350
31,277
53,888
10,812
159,262
259,590

1.7
12.0
20.8
4.2
61.3
100.0

（注） 業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しております。

令和7年3月期 令和8年3月期
貸出金業種別内訳

残　高 構成比 残　高
2,782
49,790
12,560
102
1,659
16,487
55,225
406,842

6
168

28,777
3,695
60,817
831

10,331
30,884
680,963

0
982

681,946

構成比
0.4
7.3
1.9
0.0
0.3
2.4
8.1
59.7
0.0
0.0
4.2
0.6
8.9
0.1
1.5
4.5
99.9
0.0
0.1

100.0

（単位：百万円、％）

製 造 業
建 設 業
電気、ガス、熱供給、水道業
情 報 通 信 業
運 輸 業 、 郵 便 業
卸 売 業 、 小 売 業
金 融 業 、 保 険 業
不 動 産 業
物 品 賃 貸 業
学術研究、専門・技術サービス業
宿 泊 業
飲 食 業
生活関連サービス業、娯楽業
教 育 、学 習 支 援 業
医 療 、 福 祉
そ の 他 の サ ー ビ ス

小　　　計
地 方 公 共 団 体
個 人

合　　　計

2,857
45,308
15,729

3
1,412
14,337
58,863
428,250

140
78

28,050
2,947
70,591
597

10,383
23,355
702,908

0
1,077

703,985

0.4
6.5
2.2
0.0
0.2
2.0
8.4
60.8
0.0
0.0
4.0
0.4
10.0
0.1
1.5
3.3
99.8
0.0
0.2

100.0

令和7年3月期 令和8年3月期
消費者ローンおよび住宅ローン残高

残　高 構成比 残　高
434
547
982

構成比
44.2
55.8
100.0

（単位：百万円、％）

消 費 者 ロ ー ン 残 高
住 宅 ロ ー ン 残 高

合　　　計

394
682
1,077

36.6
63.4
100.0
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有価証券の残存期間別残高
1年以内

国 債
地 方 債
社 債
株 式
そ の 他 の 証 券

合　　　計

 1,999 
 3,491 
 16,547 

- 
 15,255 
 37,293 

10年超

- 
- 
- 
-

 2,000 
 2,000 

合計

 1,999 
 25,977 
 45,045 
 15,405 
 155,176 
 243,604 

1年超
３年以内

-
 12,302 
 20,858 

-
 49,995 
 83,156 

３年超
5年以内

- 
 10,184 
 5,865 

- 
 26,273 
 42,322 

5年超
7年以内

- 
- 

 1,306 
- 

 2,877 
 4,184 

7年超
10年以内

-
- 

 467 
- 
- 

 467 

期限の定め
のないもの

- 
- 
- 

 15,405 
 58,774 
 74,180 

（単位：百万円）

令和7年3月期

1年以内

国 債
地 方 債
社 債
株 式
そ の 他 の 証 券

合　　　計

- 
 5,969 
 19,014 

- 
 41,105 
 66,089 

10年超

- 
- 
- 
- 

 2,000 
 2,000 

合計

- 
 22,506 
 41,379 
 19,722 
 196,539 
 280,147 

1年超
３年以内

- 
 16,536 
 15,879 

- 
 53,013 
 85,429 

３年超
5年以内

- 
- 

 5,225 
-

 24,247 
 29,472 

5年超
7年以内

- 
- 

 1,259 
- 

 1,663 
 2,923 

7年超
10年以内

- 
- 
- 
- 
- 
- 

期限の定め
のないもの

- 
- 
- 

 19,722 
 74,510 
 94,232 

（注） 預証率＝ ×100
有価証券
預金積金

預証率
令和7年3月期 令和8年3月期

期 末 預 証 率
期 中 平 均 預 証 率

18.61
16.14

（単位：％）

15.39
15.88

令和8年3月期

（注）　預貸率＝ ×100
貸出金
預金積金

預貸率
令和7年3月期 令和8年3月期

期 末 預 貸 率
期 中 平 均 預 貸 率

45.30
45.33

（単位：％）

令和7年3月期 令和8年3月期
有価証券平均残高

平均残高 構成比 平均残高
695

25,564
43,120
11,842
168,380
249,603

構成比
0.3
10.2
17.3
4.7
67.5
100.0

（単位：百万円、％）

国 債
地 方 債
社 債
株 式
そ の 他 の 証 券

合　　　計

44.48
42.08

4,350
31,277
53,888
10,812
159,262
259,590

1.7
12.0
20.8
4.2
61.3
100.0

（注） 業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しております。

令和7年3月期 令和8年3月期
貸出金業種別内訳

残　高 構成比 残　高
2,782
49,790
12,560
102
1,659
16,487
55,225
406,842

6
168

28,777
3,695
60,817
831

10,331
30,884
680,963

0
982

681,946

構成比
0.4
7.3
1.9
0.0
0.3
2.4
8.1
59.7
0.0
0.0
4.2
0.6
8.9
0.1
1.5
4.5
99.9
0.0
0.1

100.0

（単位：百万円、％）

製 造 業
建 設 業
電気、ガス、熱供給、水道業
情 報 通 信 業
運 輸 業 、 郵 便 業
卸 売 業 、 小 売 業
金 融 業 、 保 険 業
不 動 産 業
物 品 賃 貸 業
学術研究、専門・技術サービス業
宿 泊 業
飲 食 業
生活関連サービス業、娯楽業
教 育 、学 習 支 援 業
医 療 、 福 祉
そ の 他 の サ ー ビ ス

小　　　計
地 方 公 共 団 体
個 人

合　　　計

2,857
45,308
15,729

3
1,412
14,337
58,863
428,250

140
78

28,050
2,947
70,591
597

10,383
23,355
702,908

0
1,077

703,985

0.4
6.5
2.2
0.0
0.2
2.0
8.4
60.8
0.0
0.0
4.0
0.4
10.0
0.1
1.5
3.3
99.8
0.0
0.2

100.0

令和7年3月期 令和8年3月期
消費者ローンおよび住宅ローン残高

残　高 構成比 残　高
434
547
982

構成比
44.2
55.8
100.0

（単位：百万円、％）

消 費 者 ロ ー ン 残 高
住 宅 ロ ー ン 残 高

合　　　計

394
682
1,077

36.6
63.4
100.0
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有価証券の時価情報
1.売買目的有価証券

令和7年3月期種　類 令和8年3月期
時　価貸借対照表計上額 差　額 差　額貸借対照表計上額 時　価

時価が貸借対照表
計上額を超えるもの

時価が貸借対照表
計上額を超えないもの

 - 
 - 
 - 
 - 

86,077
86,077
86,077

 - 
 - 
 - 
 - 

87,987
87,987
87,987

 - 
 - 
 - 
 - 

△ 1,909
△ 1,909
△ 1,909

 - 
 1,000 
 1,000 

 - 
85,992
85,992
86,992

 - 
 1,001 
 1,001 

 - 
83,833
83,833
84,835

 - 
 1 
 1 
 - 

△ 2,158
△ 2,158
△ 2,157

（単位：百万円）

１．時価は、期末日における市場価格等に基づいております。
２．上記の「その他」は、外国証券です。

（注）

債券
その他
小　計
債券
その他
小　計

合　計

２．満期保有目的の債券

令和7年3月期種　類 令和8年3月期
取得原価貸借対照表計上額 差　額 差　額貸借対照表計上額 取得原価

貸借対照表計上額
が 取 得 原 価 を
超 え る も の

貸借対照表計上額
が 取 得 原 価 を
超 え な い も の

9,834
1,023
999
 - 
23

23,903
34,761
2,018
73,188
 999 

26,498
45,690
35,804
111,011
145,773

13,517
1,024
1,000

 - 
24

27,216
41,758
1,823
71,999
 999 

25,977
45,021
33,548
107,371
149,129

3,683
0
0
 - 
0

3,313
6,996
△ 194
△ 1,189

△ 0
△ 520
△ 668
△ 2,256
△ 3,640
3,356

18,467
 - 
 - 
 - 
 - 

57,173
75,640
1,190
63,885

 - 
22,506
41,379
45,513
110,589
186,230

10,883
 - 
 - 
 - 
 - 

48,141
59,024
1,354
65,067

 - 
22,998
42,068
47,090
113,511
172,536

7,583
 - 
 - 
 - 
 - 

9,032
16,616
△ 163
△ 1,181

 - 
△ 492
△ 688
△ 1,577
△ 2,922
13,693

（単位：百万円）

１．貸借対照表計上額は、期末日における市場価格等に基づいております。
２．上記の「その他」は、外国証券及び投資信託等です。
３．市場価格のない株式等及び組合出資金は本表には含めておりません。

（注）

株式
債券
　国債
　地方債
　社債
その他
小　計
株式
債券
　国債
　地方債
　社債
その他
小　計

合　計

３．その他有価証券

該当ありません。

令和7年3月期種　類 令和8年3月期
貸借対照表計上額 貸借対照表計上額

63
6,860
6,924

（単位：百万円）

非 上 場 株 式
組 合 出 資 金

合　計

63
6,424
6,488

４．市場価格のない株式等及び組合出資金

金融商品の時価のレベルごとの内訳に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の3つのレベルに分類しております。時価の算
定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定におけ
る優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した時価
【主な分類商品】上場株式、国債等の、取引市場に上場されている商品等で、取引量が活発なものを分類しております。

レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算定した時価
【主な分類商品】地方債、社債（上場企業等）、市場における取引価格が存在せず、解約又は買戻請求に関して市場参加者からリスクの対
価を求められるほどの重要な制限がなく、基準価額を時価とする投資信託、非上場であっても市場金利による割引等で時価を算定可能な商
品や、取引市場に上場されているものの取引量が活発ではない商品、観察できないインプットによる影響が一定以下の商品などを分類して
おります。

レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価
【主な分類商品】ユーロ円債等の、流動性が低いものや、信用スプレッドの重要性が高いものなど、算定にあたって用いる前提によって、
時価が変動しやすい商品や、観察できないインプットによる影響が一定超の商品などを分類しております。

（１）時価をもって貸借対照表計上額とする金融資産

（２）時価をもって貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債
　当金庫では、時価をもって貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債のうち、預け金、貸出金、預金積金については、「金融商品
の時価等に関する事項」の注記において、「簡便な計算により算出した時価に代わる金額」を使用しているため、時価のレベルごとの内訳
の開示の対象としておりません。
　また、上記以外の時価をもって貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債についても重要性が乏しいため、時価のレベルごとの内
訳の開示を省略しております。
（注）１．　当金庫では、原則「金融商品の時価のレベルごとの内訳に関する事項」に関して、企業会計基準適用指針第19号「金融商品の

時価等の開示に関する適用指針」（第5-2項）を基に、当金庫の内部管理上のレベル情報を記載しております。
　　　２．　本開示事項は会計監査の対象外となります。したがって、記載内容はあくまで内部管理に基づく定義・分類方法等によるもの

です。

（単位：百万円）令和8年3月期

※１．有価証券には、企業会計基準適用指針第31号「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（令和3年6月17日）第24-9項の基準価額
を時価とみなす取扱いを適用した投資信託は含まれておりません。第24-9項の取扱いを適用した投資信託の貸借対照表計上額は、
12,018百万円であります。

※２．デリバティブ取引は該当ございません。
※３．重要性の乏しい科目については記載を省略しております。

レベル１ レベル2 合　計レベル3
時　価区　　分

有価証券
（その他保有）

有価証券
（満期保有）

金融資産計

 - 
 - 
 - 
 - 
 - 
 - 

40,808
1,019
19,658

 - 

61,486

22,506
41,379
501

18,781
22,096
3,864
18,772

 - 
 - 

5,943

92,466

 - 
 - 
 - 
 - 
 - 

26,203
 - 
 - 
 - 

78,891

105,094

22,506
41,379
501

18,781
22,096
30,067
59,581
1,019
19,658

84,835

259,047

地方債
社債
　　政保債
　　金融債
　　その他社債
外国証券
投資信託
その他の証券
株式

外国証券
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有価証券の時価情報
1.売買目的有価証券

令和7年3月期種　類 令和8年3月期
時　価貸借対照表計上額 差　額 差　額貸借対照表計上額 時　価

時価が貸借対照表
計上額を超えるもの

時価が貸借対照表
計上額を超えないもの

 - 
 - 
 - 
 - 

86,077
86,077
86,077

 - 
 - 
 - 
 - 

87,987
87,987
87,987

 - 
 - 
 - 
 - 

△ 1,909
△ 1,909
△ 1,909

 - 
 1,000 
 1,000 

 - 
85,992
85,992
86,992

 - 
 1,001 
 1,001 

 - 
83,833
83,833
84,835

 - 
 1 
 1 
 - 

△ 2,158
△ 2,158
△ 2,157

（単位：百万円）

１．時価は、期末日における市場価格等に基づいております。
２．上記の「その他」は、外国証券です。

（注）

債券
その他
小　計
債券
その他
小　計

合　計

２．満期保有目的の債券

令和7年3月期種　類 令和8年3月期
取得原価貸借対照表計上額 差　額 差　額貸借対照表計上額 取得原価

貸借対照表計上額
が 取 得 原 価 を
超 え る も の

貸借対照表計上額
が 取 得 原 価 を
超 え な い も の

9,834
1,023
999
 - 
23

23,903
34,761
2,018
73,188
 999 

26,498
45,690
35,804
111,011
145,773

13,517
1,024
1,000

 - 
24

27,216
41,758
1,823
71,999
 999 

25,977
45,021
33,548
107,371
149,129

3,683
0
0
 - 
0

3,313
6,996
△ 194
△ 1,189

△ 0
△ 520
△ 668
△ 2,256
△ 3,640
3,356

18,467
 - 
 - 
 - 
 - 

57,173
75,640
1,190
63,885

 - 
22,506
41,379
45,513
110,589
186,230

10,883
 - 
 - 
 - 
 - 

48,141
59,024
1,354
65,067

 - 
22,998
42,068
47,090
113,511
172,536

7,583
 - 
 - 
 - 
 - 

9,032
16,616
△ 163
△ 1,181

 - 
△ 492
△ 688
△ 1,577
△ 2,922
13,693

（単位：百万円）

１．貸借対照表計上額は、期末日における市場価格等に基づいております。
２．上記の「その他」は、外国証券及び投資信託等です。
３．市場価格のない株式等及び組合出資金は本表には含めておりません。

（注）

株式
債券
　国債
　地方債
　社債
その他
小　計
株式
債券
　国債
　地方債
　社債
その他
小　計

合　計

３．その他有価証券

該当ありません。

令和7年3月期種　類 令和8年3月期
貸借対照表計上額 貸借対照表計上額

63
6,860
6,924

（単位：百万円）

非 上 場 株 式
組 合 出 資 金

合　計

63
6,424
6,488

４．市場価格のない株式等及び組合出資金

金融商品の時価のレベルごとの内訳に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の3つのレベルに分類しております。時価の算
定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定におけ
る優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した時価
【主な分類商品】上場株式、国債等の、取引市場に上場されている商品等で、取引量が活発なものを分類しております。

レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算定した時価
【主な分類商品】地方債、社債（上場企業等）、市場における取引価格が存在せず、解約又は買戻請求に関して市場参加者からリスクの対
価を求められるほどの重要な制限がなく、基準価額を時価とする投資信託、非上場であっても市場金利による割引等で時価を算定可能な商
品や、取引市場に上場されているものの取引量が活発ではない商品、観察できないインプットによる影響が一定以下の商品などを分類して
おります。

レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価
【主な分類商品】ユーロ円債等の、流動性が低いものや、信用スプレッドの重要性が高いものなど、算定にあたって用いる前提によって、
時価が変動しやすい商品や、観察できないインプットによる影響が一定超の商品などを分類しております。

（１）時価をもって貸借対照表計上額とする金融資産

（２）時価をもって貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債
　当金庫では、時価をもって貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債のうち、預け金、貸出金、預金積金については、「金融商品
の時価等に関する事項」の注記において、「簡便な計算により算出した時価に代わる金額」を使用しているため、時価のレベルごとの内訳
の開示の対象としておりません。
　また、上記以外の時価をもって貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債についても重要性が乏しいため、時価のレベルごとの内
訳の開示を省略しております。
（注）１．　当金庫では、原則「金融商品の時価のレベルごとの内訳に関する事項」に関して、企業会計基準適用指針第19号「金融商品の

時価等の開示に関する適用指針」（第5-2項）を基に、当金庫の内部管理上のレベル情報を記載しております。
　　　２．　本開示事項は会計監査の対象外となります。したがって、記載内容はあくまで内部管理に基づく定義・分類方法等によるもの

です。

（単位：百万円）令和8年3月期

※１．有価証券には、企業会計基準適用指針第31号「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（令和3年6月17日）第24-9項の基準価額
を時価とみなす取扱いを適用した投資信託は含まれておりません。第24-9項の取扱いを適用した投資信託の貸借対照表計上額は、
12,018百万円であります。

※２．デリバティブ取引は該当ございません。
※３．重要性の乏しい科目については記載を省略しております。

レベル１ レベル2 合　計レベル3
時　価区　　分

有価証券
（その他保有）

有価証券
（満期保有）

金融資産計

 - 
 - 
 - 
 - 
 - 
 - 

40,808
1,019
19,658

 - 

61,486

22,506
41,379
501

18,781
22,096
3,864
18,772

 - 
 - 

5,943

92,466

 - 
 - 
 - 
 - 
 - 

26,203
 - 
 - 
 - 

78,891

105,094

22,506
41,379
501

18,781
22,096
30,067
59,581
1,019
19,658

84,835

259,047

地方債
社債
　　政保債
　　金融債
　　その他社債
外国証券
投資信託
その他の証券
株式

外国証券

資
料
編

資
料
編

資
料
編

資
料
編

資
料
編

資
料
編

資
料
編

資
料
編
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令和8年3月期令和7年3月期
（単位：百万円）

自己資本の充実の状況等について
1.自己資本の構成に関する開示事項

コア資本に係る基礎項目　（１）
普通出資又は非累積的永久優先出資に係る会員勘定の額
うち、出資金及び資本剰余金の額
うち、利益剰余金の額
うち、外部流出予定額（△）
うち、上記以外に該当するものの額
コア資本に係る基礎項目の額に算入される引当金の合計額
うち、一般貸倒引当金コア資本算入額
うち、適格引当金コア資本算入額

適格旧資本調達手段の額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額
公的機関による資本の増強に関する措置を通じて発行された資本調達
手段の額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額
土地再評価額と再評価直前の帳簿価額の差額の四十五パーセン
トに相当する額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額
コア資本に係る基礎項目の額 （イ）
コア資本に係る調整項目　（２）
無形固定資産（モーゲージ・サービシング・ライツに係るものを除く。）の額の合計額
うち、のれんに係るものの額
うち、のれん及びモーゲージ・サービシング・ライツに係るもの以外の額
繰延税金資産（一時差異に係るものを除く。）の額
適格引当金不足額
証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額
負債の時価評価により生じた時価評価差額であって自己資本に算入される額
前払年金費用の額
自己保有普通出資等（純資産の部に計上されるものを除く。）の額
意図的に保有している他の金融機関等の対象資本調達手段の額
少数出資金融機関等の対象普通出資等の額
信用金庫連合会の対象普通出資等の額
特定項目に係る十パーセント基準超過額
うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額
うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額
うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額
特定項目に係る十五パーセント基準超過額
うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額
うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額
うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額
コア資本に係る調整項目の額 （ロ）
自己資本
自己資本の額（（イ）－（ロ）） （ハ）
リスク・アセット等　（３）
信用リスク・アセットの額の合計額
うち、経過措置によりリスク・アセットの額に算入される額の合計額
うち、他の金融機関等向けエクスポージャー
うち、上記以外に該当するものの額

マーケット・リスク相当額の合計額を八パーセントで除して得た額 
オペレーショナル・リスク相当額の合計額を八パーセントで除して得た額
信用リスク・アセット調整額
フロア調整額
オペレーショナル・リスク相当額調整額
リスク・アセット等の額の合計額 （ニ）
自己資本比率
自己資本比率（（ハ）／（ニ））

　自己資本比率の算出方法を定めた「信用金庫法第89条第1項において準用する銀行法第14条の2の規定に基づき、信用金庫及び信用金
庫連合会がその保有する資産等に照らし自己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するための基準（平成18年金融庁告示第21
号）」に基づき算出しております。
　なお、当金庫は国内基準により自己資本比率を算出しております。

項　目

（注）

146,617
3,913

142,893
152
△36
3,882
3,882

-

-

150,500

267
-

267
-
-
-
-

29
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-

296

150,203

786,536

-

-
40,440

-

826,977

18.16%

131,072
3,935

127,443
154
△151
3,133
3,133

-

-

134,206

74
-

74
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-

74

134,131

740,766

-

-
42,772

-

783,538

17.11%

１．「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立て等の事由により経営破
綻に陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権です。

２．「危険債権」とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本
の回収及び利息の受取りができない可能性の高い債権で、「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」に該当しない債権です。

３．「要管理債権」とは、信用金庫法上の「三月以上延滞債権」に該当する貸出金と「貸出条件緩和債権」に該当する貸出金の合
計額です。

４．「三月以上延滞債権」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上遅延している貸出金で、「破産更生債権及
びこれらに準ずる債権」及び「危険債権」に該当しない貸出金です。

５．「貸出条件緩和債権」とは、債務者の経営再建等を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、
債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で、「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」、「危険債権」及
び「三月以上延滞債権」に該当しない貸出金です。

６．「正常債権」（Ｂ）とは、債務者の財政状態及び経営成績に特に問題がない債権であり、「破産更生債権及びこれらに準ずる
債権」、「危険債権」及び「要管理債権」以外の債権です。

７．「担保・保証等による回収見込額」（ｃ）は、自己査定に基づいて計算した担保の処分可能見込額及び保証による回収が可能
と認められる額の合計額です。

８．「貸倒引当金」（ｄ）には、正常債権に対する一般貸倒引当金を除いて計上しております。
９．「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」、「危険債権」及び「正常債権」が対象となる債権は、貸借対照表の「有価証券」
中の社債（その元本の償還及び利息の支払の全部又は一部について保証しているものであって、当該社債の発行が有価証券の
私募（金融商品取引法第２条第３項）によるものに限る。）、貸出金、「その他資産」中の未収利息及び仮払金並びに債務保
証見返の各勘定に計上されるもの並びに注記されている有価証券の貸付けを行っている場合のその有価証券（使用貸借又は賃
貸借契約によるものに限る。）です。

（注）

役職員の報酬体系について
１．対象役員

　当金庫における報酬体系の開示対象となる「対象役員」は、常勤
理事及び常勤監事をいいます。対象役員に対する報酬等は、職務
執行の対価として支払う「基本報酬」及び「賞与」、在任期間中の職
務執行及び特別功労の対価として退任時に支払う「退職慰労金」で
構成されております。　

（１）報酬体系の概要
【基本報酬及び賞与】

　非常勤を含む全役員の基本報酬及び賞与につきましては、総代
会において、理事全員及び監事全員それぞれの支払総額の最高限
度額を決定しております。
　そのうえで、各理事の基本報酬額につきましては役位や在任年
数等を、各理事の賞与額については前年度の業績等をそれぞれ勘
案し、当金庫の理事会において決定しております。また、各監事の基
本報酬額及び賞与額につきましては、監事の協議により決定してお
ります。　

【退職慰労金】
　退職慰労金につきましては、在任期間中に毎期引当金を計上し、
退任時に総代会で承認を得た後、支払っております。
　なお、当金庫では、全役員に適用される退職慰労金の支払いに
関して、主として次の事項を規程で定めております。

            ａ．決定方法　ｂ．支払手段　ｃ．支払時期

（２）令和7年度における対象役員に対する報酬等の支払総額

（注）１．　対象役員に該当する理事は11名、監事は2名です（期中に退
任した者を含む）。

（注）２．　上記の内訳は、「基本報酬」168百万円、「賞与」99百万
円、「退職慰労金」53百万円となっております。
　なお、「賞与」は当年度中に支払った賞与のうち当年度に帰
属する部分の金額（過年度に繰り入れた引当金分を除く）と当
年度に繰り入れた役員賞与引当金の合計額です。
　「退職慰労金」は、当年度中に支払った退職慰労金（過年度に
繰り入れた引当金分を除く）と当年度に繰り入れた役員退職慰
労引当金の合計額です。

（注）３．　使用人兼務役員の使用人としての報酬等を含めております。

（３）その他
　「信用金庫法施行規則第１３２条第１項第６号等の規定に基づき、
報酬等に関する事項であって、信用金庫等の業務の運営又は財産
の状況に重要な影響を与えるものとして金融庁長官が別に定める
ものを定める件」（平成２４年３月２９日付金融庁告示第２２号）第２条
１項３号及び４号及び６号に該当する事項はありませんでした。

２．対象職員等
　当金庫における報酬体系の開示対象となる「対象職員等」は、当
金庫の非常勤役員、当金庫の職員であって、対象役員が受ける報
酬等と同等額以上の報酬等を受ける者のうち、当金庫の業務及び
財産の状況に重要な影響を与える者をいいます。
　なお、令和7年度において、対象職員等に該当する者はいません
でした。

（注）１．　対象職員等には、期中に退任・退職した者も含めております。
（注）２．　「同等額」は、令和7年度に対象役員に支払った報酬等の平均

額としております。
（注）３．　令和7年度において対象役員が受ける報酬等と同等額以上

の報酬等を受ける者はいませんでした。

（単位：百万円）
区　　分 支払総額

対象役員に対する報酬等 320

信用金庫法開示債権及び金融再生法開示債権の保全・引当状況 （単位：百万円）
保全額
（b）

開示残高
（a）区　分 引当率

（d）／（a-c）
保全率

（b）／（a）担保・保証等による
回収見込額（c） 貸倒引当金（d）

破 産 更 生 債 権 及 び
こ れ ら に 準 ず る 債 権

危 険 債 権

要 管 理 債 権

小　　　　　　　　計（Ａ）

正　　常　　債　　権（Ｂ）

総与信残高（A）+（B）

4,585
7,646
30,413
32,407

 - 
 - 
 - 
 - 
 - 
 - 

34,999
40,053
669,560
642,464
704,559
682,518

4,585
7,646
25,847
26,392

 - 
 - 
 - 
 - 
 - 
 - 

30,432
34,038

3,474
6,147
20,281
21,327

 - 
 - 
 - 
 - 
 - 
 - 

23,755
27,474

1,110
1,499
5,566
5,064

 - 
 - 
 - 
 - 
 - 
 - 

6,677
6,563

100.00%
100.00%
84.99%
81.44%

 - 
 - 
 - 
 - 
 - 
 - 

86.95%
84.98%

100.00%
100.00%
54.93%
45.71%

 - 
 - 
 - 
 - 
 - 
 - 

59.39%
52.18%

令和7年3月期
令和8年3月期
令和7年3月期
令和8年3月期
令和7年3月期
令和8年3月期
令和7年3月期
令和8年3月期
令和7年3月期
令和8年3月期
令和7年3月期
令和8年3月期
令和7年3月期
令和8年3月期
令和7年3月期
令和8年3月期

三月以上
延滞債権
貸出条件
緩和債権
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編
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料
編

資
料
編
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